
自営業者(個人事業主)の被扶養者認定について 
 
自営業者(個人事業主)は、自己の責任と権限で事業を行い、収入を得ることを選択した者とされ、 
社会保険の制度上、原則として国民健康保険に加入することとなります。 
そのため、被扶養者として認定対象となるのは家計補助的な収入を得ることのみを目的とした小規模 

で、将来的にも被扶養者認定の収入要件以上の収入が見込まれないほどの事業内容である場合に限られ 

ます。経営状態の悪化等で収入が一時的に減少し、被扶養者認定の収入要件を満たした場合等では 

被扶養者として認められないため、その収入減が継続するとの根拠(証憑)を提出頂いたうえで、 

総合的に勘案し、認定審査を実施します。 

 

【自営業者の収入について】 

自営業者の収入金額算定にあたっては、「総収入」から「その費用なしには事業が成り立たない経費 

(直接的必要経費)」を差し引いた金額となりますので、税法上の所得とは異なります。 

なお、当健保で認める「直接的必要経費」は以下の通りです。 

 

<直接的必要経費一覧表> 
○:当健保で認める経費 

△:用途として「事業用」と「自宅用」が混在する可能性がある場合は経費として認められません 

×:当健保として認められない経費 

(注意) 下記に記載のない経費については、都度個別に判断します 

 

<一般所得> 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

<農業所得> 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
<不動産所得> 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【扶養認定審査にあたって】 

直近の確定申告書類(税務署にて受け付けられたもの)を提出頂き、扶養認定審査を実施します。 
したがって、その確定申告にて被扶養者としての収入要件を満たしていない場合には扶養認定でき 
ません。申請事由が、休業もしくは廃業の場合は、休業届もしくは廃業届を提出ください。 
また、個々の事情により上記以外の書類を提出頂く場合がございますので、ご留意ください。 
 

以上 


